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抄録
　本稿では，健康影響予測評価（Health Impact Assessment: HIA）の基本概念と国際的
展開，日本の現状と課題を整理した．HIA は政策や計画の健康への影響を事前に評価し，意
思決定に活用する手法である．欧州では環境影響評価（EIA）や戦略的環境評価（SEA）と
並ぶ政策ツールとして発展し，最近では簡易に実施可能な「迅速 HIA」が普及している．ウ
ェールズでは新型コロナ対策に迅速 HIA を適用し，健康への影響を可視化した例がある．
日本では 2007 年以降，自治体改革や教育，産業保健などに HIA が導入され，2011 年には
日本公衆衛生学会が「HIA ガイダンス」を策定したが，制度不在や縦割り行政，人材育成
の遅れが普及を妨げている．今後は，スクリーニング HIA の制度化，大学・自治体連携に
よる人材育成，庁内調整部署（ハブ）の設置，成功事例の共有，保健医療者の “ 通訳機能 ”
強化が重要である．HIA の普及は，「すべての政策に健康を（Health in All Policies）」と
いう理念を具体化し，日本の行政に健康・公平・持続可能性の視点を組み込む契機となる．
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SUMMARY
	 This paper outlines the basic concept of Health Impact Assessment （HIA）, its 
international development, and the current status and challenges in Japan. HIA is a 
structured framework for scientifically and participatorily assessing the potential health 
impacts of policies and plans prior to implementation, with the aim of informing deci-
sion-making. In Europe, HIA has been institutionalized as a policy evaluation tool along-
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1．はじめに

　健康影響予測評価（ Health Impact Assess‑ 

ment: HIA）は，政策・施策・事業が人々の健

康に及ぼす潜在的影響を，事前に体系的に予測・

評価し，その結果を意思決定に反映させる手法

である［1］,［2］．1990 年代以降，欧州を中心に進化

し，環 境 影 響 評 価（ Environmental Impact 

Assessment: EIA）や戦略的環境評価（Strategic 

Environmental Assessment: SEA）と並ぶ政策

評価の柱として位置づけられてきた．EIA は主

に個別プロジェクトの環境影響を，SEA は政

策・計画レベルの環境配慮を扱う「上流の評価」

である．HIA はこれらと対象段階が重なりつつ

も，中心に据える価値が“人の健康と公平性”

を中心価値とする点に本質がある．欧州では，

SEA の枠内で「環境（健康を含む）」として健

康観点を正式に扱う国が増え，EIA・SEA に

HIA を統合する運用（Integrated IA）が一般

化しつつある［3］,［4］．HIA の導入以後，公衆衛生

の対象は単に「医療による成果」にとどまらず，

都市計画や交通手段，教育・雇用制度，社会的

包摂の仕組みといった社会全体の構造が，健康

に大きく影響する要因であることを重視するよ

うになった．これにより，公衆衛生の対象とア

side Environmental Impact Assessment （EIA） and Strategic Environmental 
Assessment （SEA）. In recent years, simplified models such as “rapid HIA,” suitable for 
emergency responses, have become increasingly widespread. For example, in Wales, 
rapid HIA was applied to COVID-19 policy responses, successfully visualizing impacts 
on health and social equity. In Japan, HIA has been introduced in diverse areas such as 
local government reform, education, and occupational health since 2007. In 2011, the 
Japanese Society of Public Health published national “HIA Guidance.” However, the 
absence of a legal framework, administrative silos, and delayed development of special-
ized human resources continue to hinder broader adoption. Future directions should 
include the institutionalization of screening-level HIA, capacity-building through univer-
sity–municipality partnerships, the establishment of intra-governmental coordination 
hubs, and the dissemination of successful case studies. Furthermore, it is crucial to 
enhance the role of public health professionals as “translators” who can bridge policy 
and health — drawing not only on expertise in epidemiology, prevention, and health 
statistics, but also on practical experience in community-based care, school health, and 
disaster response. Promoting such efforts will concretely advance the vision of “Health 
in All Policies” and serve as a pivotal step in embedding perspectives of health, equity, 
and sustainability into all aspects of public administration.

Key words
Health Impact Assessment, Public Health Policy, Health in All Policies, Rapid HIA, 
Translator Role of Health Professionals

表 1．影響評価（ EIA, SEA, HIA ）の比較

種類 対　象 主な目的 評価時期 中心価値

EIA 開発事業 環境保全
実施前
（事業
段階）

自然環境（大
気・水・生態

系）

SEA 政策・
計画 環境配慮

初期
（構想
段階）

持続可能性

HIA 政策・
制度

健康の保
護と促進

初期・
中期

健康・公平
性・SDH
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プローチが大きく拡張された点が，HIA の持つ

革新的な意義と言える．

　HIA が国際的に注目された背景には，健康格

差の拡大と，健康の社会的決定要因（ Social 

Determinants of Health: SDH ）に関する知見

の蓄積がある［5］．WHO は「すべての政策に健

康を（ Health in All Policies: HiAP ）」の理念

を通じ，保健医療部門の外側に広がる政策領域

へ，健康の視点を初期段階から統合することを

求めてきた［6］,［7］．とりわけ，意思決定の“窓”

が開いている時点で健康影響を可視化し，代替

案や緩和・強化策を提示することは，健康格差

是正とウェルビーイング向上に直接的な効果を

もたらす．

　筆者らが HIA に接したのは 2007 年である．

英国リバプール大学 IMPACT（ International 

Health Impact Assessment Consortium）が主

催した 5 日間の集中トレーニングに参加し，行

政職員，都市計画家，NGO，医師・看護師など

多様な専門家とともに，現実の政策を題材にグ

ループワークを行った．そこで学んだのは，“健

康”を判断基準にして政策全体を再設計すると

いう視点であり，HIAは医療政策にとどまらず，

社会のあり方そのものを見直すための“設計思

想”とも言える．帰国後，筆者は大学教育や自

治体研修に HIA の概念を導入しつつ，自治体の

制度改編，病院の独法化，自治体職員研修の現

場において HIA の試験的適用を重ねてきた．

　本稿は，HIA の定義・価値・標準プロセスを

整理し，WHO ヨーロッパ地域の動向とウェー

ルズの実践を概観する．続いて，日本の公衆衛

生学会が作成したガイダンス策定や主要事例を

振り返り，国内の構造的・実務的課題を明らか

にしたうえで，定着に向けた制度・人材・組織・

データ・参加の各側面から運用可能な戦略を提

示する．

2．HIA とは何か ―  理念と構造

2.1　定義と目的

　HIA は「新たに提案される政策・計画・事業

が人々の健康に及ぼす影響を，科学的かつ参加

型の方法で予測し，その結果を意思決定に反映

させるプロセス」と定義2）される．目的は，健

康への負の影響を最小化し，正の影響を最大化

すること，さらに健康格差を縮小することであ

る．

　ここでいう「健康」とは，単に疾病の有無や

身 体 的 状 態 に と ど ま ら ず，世 界 保 健 機 関

（WHO）が定義する「身体的，精神的，そして

社会的に完全に良好な状態」を指す．すなわち，

HIA で評価の対象となる健康影響は，病気の発

生や死亡率といった医学的指標だけでなく，心

理的幸福感（well-being），社会的つながり，生

活の質（quality of life）などの広義の健康を含

む．この包括的な健康概念こそが，HIA を他の

評価手法と区別する根幹であり，社会的決定要

因（SDH）との整合性をもつ基盤となる．

　HIA の射程は，道路・住宅・緑地といったハ

ードインフラだけでなく，教育・雇用・価格政

策・税制・地域福祉・デジタル基盤といったソ

フト政策にも及ぶ．重要なのは，分析のための

分析ではなく，人々の健康と生活の質を実際に

改善するために意思決定を動かす評価である点

である．

2.2　SDH と HIA

　SDH 研究は［5］,［6］，健康が医療サービスの有無

だけでなく，所得・学歴・職業・住宅の質・移

動可能性・社会的包摂・環境曝露などの社会的・

経済的・環境的条件により規定されることを明

らかにしてきた．HIA は，こうした複合の決定

要因を“因果経路”として整理し，施策の変更

がどのような経路を通じて健康に影響するかを
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可視化する．結果として，医療部門に限らない

広範な政策領域で健康への寄与を測る共通物差

しが得られる．

2.3　HiAP と HIA の関係

　HiAP（Health in All Policies）は，「健康を

すべての政策に横断的に組み込む」という統治

理念であり，あらゆる政策分野において健康へ

の配慮を共通の価値とすることを目指してい

る［7］．この理念は，保健医療分野に限らず，都

市計画，教育，労働，環境，福祉といった幅広

い領域で，政策の立案・実施・評価の過程に健

康の視点を組み込むことの重要性を訴えている．

一方，HIA（Health Impact Assessment）は，

こうした理念を具体的な政策形成の現場で実現

するための方法論的枠組みであり，技術的手法

と参加型プロセスの組み合わせによって，健康

影響の事前予測と意思決定への反映を図る実務

的なツールである．言い換えれば，HiAP は“な

ぜ健康を政策に組み込むべきか”という価値と

方向性に関する合意形成を担い，HIA は“どの

ように健康を評価し，政策に反映させるか”と

いう実装のメカニズムを担っている．理念

（HiAP）と実務（HIA）が車の両輪として機能

することで，健康の視点が政策決定過程の初期

段階から組み込まれる「健康の主流化（health 

mainstreaming）」が進展し，より包括的で公正

な行政運営や社会設計が可能となるのである．

2.4 HIA のプロセス

　標準的な HIA は EU が 2004 年に「EPHIA」

としてまとめたものが一般的な実施方法であ

る［8］．図 1 は後述する日本公衆衛生学会（公衆

衛生モニタリングレポート委員会）が作成した

健康影響予測評価（HIA）ガイダンス［9］を参考

に作成した．手順は 5 つのステップからなり，

HIA 実施の可否を判断するスクリーニング手法

についての手引きとなっている．

3．国際的潮流と事例

3.1　WHO ヨーロッパ地域における HIA の現状

　WHO ヨーロッパ地域の 2015 年・2021 年調査

図 1．HIA の手順［9］
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は，参加国の拡大を示しつつも，HIA の法制度

化は限定的であることを明らかにした［10］,［11］．多

くの国で導入は任意，もしくは EIA/SEA への

健康要素の統合として進んでいる．典型的課題

は，① 環境要因への偏重（大気・騒音などに集

中），② 社会・経済側面の不足，③ 実施者の人

材・研修基盤の脆弱性である．一方で，簡易

HIA（rapid/screening）や統合型評価の普及は

着実であり，制度が未成熟でも実務レベルで“小

さく素早く回す”アプローチが定着しつつある．

同地域では，HIA を独立制度として義務化して

いなくとも，SEA や EIA のフレームに健康要

素を組み込み，簡易 HIA を常用することで実務

が進む．これが「既存制度の内側から健康を主

流化」する欧州型アプローチである．

3.2　COVID-19 政策への応用 ―  ウェールズ

の迅速 HIA［12］

　2020 年春，ウェールズ政府は「外出制限

（ Stay at Home ）」と「 社 会 的 距 離（ Social 

Distancing）」を導入した．Public Health Wales

（PHW）は直後に迅速 HIA を実施し，文献レ

ビュー 49 件，統計データ分析，利害関係者イン

タビュー15名を短期間で統合した．評価は高齢

者，子ども・若者，単親，介護者，低所得層，

女性，医療・福祉従事者など脆弱集団の影響に

焦点を当て，正負両面の結果を提示した．

　健康への正の影響では，感染拡大の抑制，

NHS（ National Health Service ）負荷の軽減，

地域ボランティアの活性化（人口の約 27％が参

加），大気質の改善，在宅勤務の急拡大（労働者

の 44％が経験）が確認された．一方，負の影響

として，学習機会の喪失（とくに低所得層の子

ども），孤立・不安・抑うつの増加，家庭内暴力

の増加とケア負担の偏在，非正規雇用者の所得

減などが可視化された．PHW は結果を政策言

語へ翻訳し，子ども・若者の MWIA（精神的ウ

ェルビーイング影響評価）実施，リモートワー

ク推進，NHS への助言，食環境・パンデミック

対応に関する提言へと接続した．

　本事例は，① 非医療政策の健康影響を可視化

できること，② 緊急時に迅速 HIA で政策修正

に資する即効性があること，③ 脆弱集団配慮を

“主流化”する重要性，④ 公衆衛生機関がデー

タ・方法・調整のハブになりうること，⑤ HiAP

の実装に HIA が直結することを示している．ウ

ェールズで実施された迅速 HIA は，緊急性の高

い政策決定の初期段階において，短期間で健康

評価を組み込んだ点が特徴であり，統合的影響

評価（Integrated IA）の実践例として注目さ

れる．政策の方向性を定める「スコーピング」

の直後に健康に関する指標（KPI）を設定し，

公平性（Equity）の視点から代替案の評価に違

いを持たせた点は，環境影響評価（EIA）や戦

略的環境評価（SEA）の今後のあり方にも有益

な示唆を与えるものである．

3.3　HIA 導入定着の地域別特性と要因分析［11］

　国際的には，HIA は欧州を中心に着実に定着

し，北米・東アジア・太平洋地域で応用が拡大

している．一方，南アジアや中東・アフリカ地

域では制度化が遅れ，導入には地域間格差がみ

られる．その背景には，以下に示す推進要因と

阻害要因が複雑に絡み合っている．

（1）推進要因

　国家レベルでは，① 健康や健康格差への政治

的関心，② 健康の社会的決定要因（SDH）や

SDGs との連携，③ 環境影響評価（EIA）への

健康要素の導入が普及の主要因となっている．

また，先住民族の権利や公平性を政策課題に掲

げる国では，HIA の必要性が明確化している．

さらに，EU による EIA・SEA 指令改訂や，世

界銀行・アジア開発銀行など国際金融機関の環
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境社会基準，企業の国際的 E&S 慣行も HIA 普

及を後押ししている．

（2）阻害要因

　主な課題は，実践者の専門性と教育体制の不

足である．法的枠組みやガイドラインが不明確

で，どの段階で HIA を実施すべきか判断しにく

い．意思決定者の理解不足，定量的エビデンス

の乏しさ，時間・人員・資金の制約，そして政

治的意志の弱さも障壁となっている．これらを

克服するには，① 簡易HIAの制度化，② EIA/

SEA との連携，③ 教育とガイドライン整備，④ 

健康 KPI の設定が鍵となる．

（3）展望

　地域格差の縮小には，制度整備・人材育成・

統合運用を同時に進めることが重要である．特

に，既存の EIA/SEA 様式に「健康と公平性」

を組み込み，行政計画の中で簡易 HIA を常用す

ることが，制度化への現実的な第一歩となる．

4．日本における HIA の現状と発展

　日本で HIA を学術的に整理した初期論文は

2007 年であり［13］，HIA の基本概念と公衆衛生

への応用可能性が提示された．ここでの意義は，

HIA を“評価技術”ではなく“政策実装プロセ

ス”として認識させた点にある．以降，日本語

での概念普及・教育・研修が始まり，自治体・

企業・教育分野へと適用が広がっていくきっか

けとなった．

4.1　実践事例の紹介

（1）�中核市移行に関する HIA（久留米市，

2008 ）［14］,［15］：久留米市の中核市移行に際

し，日本初となる健康影響予測評価（HIA）

を実施し，政策決定における有用性を検討

した．住民には保健サービスの拡充や健康

意識の向上といった好影響が見られた一

方，合併地域によっては受診率の低下やサ

ービスの後退が確認された．職員には業務

量や財政負担の増加が懸念された．HIAは

政策評価に有効だが，実施時期の遅さや住

民参加の不足が課題であり，今後は政策形

成初期段階での活用が望まれる．

（2）�病院独法化 HIA（大牟田市，2009）［16］：大

牟田市立病院の地方独立行政法人化に際

し，地域住民・患者・職員など多様な立場

の関係者が参画して HIA を実施．救急医

療の維持などの好影響が予測される一方，

職員の非公務員化に伴う労働条件の不安や

救急搬送機能の縮小などの負の影響も明ら

かとなった．HIAを通じて多様な意見交換

が進み，制度変更に伴う健康リスクの軽減

と住民本位の医療維持への道筋が示され

た．

（3）�某 企 業 グ ルー プ 安 全 衛 生 活 動 HIA

（2009）［17］：約 1 万 3 千人の従業員を抱え

る S 化学企業グループの新たな安全衛生活

動方針案に対し，専門家がHIAを実施．健

診データや文献レビュー，関係者ヒアリン

グを通じて，方針による健康リスクと便益

を総合的に評価した．その結果，対策の具

体化や従業員参加の必要性が提言された．

企業における政策変更に対し，HIA を用い

た事前評価が有効であることを示した先進

的実践例である．

（4）�自治体職員主導HIA（大牟田市，2010）［18］：

自治体政策に健康視点を反映させる目的

で，久留米大学と大牟田市が協働し，行政

職員向けのHIAチェックリストを開発．ワ

ークショップやアンケートを通じて，地域

福祉計画等における健康影響の可視化と部

署間連携の促進を試みた．職員の理解も進

み，自治体政策に HIA を取り入れる有用
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性と実現可能性が確認された．自治体主導

の参加型 HIA 実践の一例である．

（5）�テレワーク迅速HIA（2021）［19］：COVID-19

に伴う急速なテレワーク導入による健康影

響を，産業保健専門家らが迅速 HIA で評

価．テレワーカーには身体的疲労や孤立

感，非テレワーカーには感染不安や不公平

感，同居家族にはストレス増加など多面的

な影響が示された．改善策として，職場環

境の整備，健康支援の強化，家庭内コミュ

ニケーションの工夫が提案された．パンデ

ミック下の柔軟な HIA 適用の好事例であ

る．

　これらは，行政・産業・教育・パンデミック

対応へと適用領域が拡張してきた道筋を示すと

同時に，HIA が制度・文化として根づくための

学習過程であった．

4.2　制度化の歩み ―  2011 年ガイダンス

　日本公衆衛生学会の「健康影響予測評価ガイ

ダンス（2011）」［9］は，HIA の定義・目的，標準

プロセス，行政・産業向けスクリーニングツー

ル，国内事例を体系化し，日本における HIA 標

準化の起点となった．特に，地方自治体が自ら

スクリーニングを実施できるチェックリストを

整備したことは，総合計画・都市計画・地域福

祉計画などの SEA 的領域に「健康」の視点を

導入する重要な一歩であった．これにより，自

治体が政策初期段階から健康影響を考慮できる

“入り口”が開かれた点は大きな意義を持つ．一

方で，学会主導で提案されたスクリーニングツ

ールは，実際の HIA 実践に十分活用されている

とは言い難く，公衆衛生関係者や行政職員への

周知不足が課題として残る．今後は，ガイダン

スの普及促進と，現場での継続的支援体制の整

備が求められる．

5．日本における課題と発展への方策

5.1　構造的課題

　Fujino（2013）［20］は，日本の HIA 普及が進み

にくい理由として，（1）法的枠組みの不在（義

務化・手続化がない），（2）縦割り行政と省庁

分断（健康視点が横断統合されにくい），（3）教

育・人材不足（大学カリキュラム・行政研修の

不足），（4）住民参加の制度的・文化的障壁（参

加設計・透明性の不足），（5）資源制約（時間・

人員・予算の逼迫）を挙げている．

5.2　実務的課題

　さらに，実務的課題として，（1）実践・実証

の不足：成功事例が十分に可視化されず，管理

職・議会への説得材料が乏しい，（2）リーダー

シップの欠如：庁内で HIA を擁護し，部局をま

たいで調整する推進役が不在，（3）研修の未整

備：単発研修に留まり，演習・OJT・メンタリ

ングが設計されていない，（4）政策プロセスへ

の反映が不十分：企画・予算・評価の前工程に

HIA が位置付けられず，事後評価となる，（5）

EIA/SEA との連携不足：用語・目的の差が摩

擦を生み，重複・抜け・漏れを招くことを指摘

している．

5.3　発展のための方策

　以下に，実装・発展に向けた中長期的な方向

性を示す．

（1）�制度基盤の整備：一定規模以上の政策にス

クリーニング HIA を必須とし，提出様式・

期限・所管を明確化する．

（2）�人材育成と専門性確立：大学カリキュラム

（公衆衛生，都市計画，行政学）・自治体研

修・職能団体の三層教育を設計し，演習と

現場 OJT を組み合わせる．

（3）�行政横断の場づくり：健康局（または推進
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室）を小規模ハブとし，都市計画・環境・

交通・教育・産業・福祉・危機管理の定例

会で案件を共有する．

（4）�市民参加の制度化：意見を幅広く集める仕

組みと具体案を練る対話の場を設ける．

（5）�国際連携とネットワーク：欧州・アジアの

ハブと連携し，教材・ケース・評価テンプ

レを共通資産化．若手実務者の短期派遣や

ケースレビュー会の定例化を進める．

6．まとめと展望

6.1　HiAP の文化的基盤と HIA の位置づけ

　日本では，健康が医療・保健部門の専管事項

とみなされ，他部門が自らの政策を健康との関

係で捉える機会が限られてきた．評価指標は経

済性・効率性・法令遵守に偏重し，健康影響や

ウェルビーイングが評価枠組みに組み込まれに

くい．HIA を定着させるには，「健康はすべて

の政策の帰結である」という HiAP の認識を行

政文化として共有し，非保健部門が“自分ごと

化”できる仕掛けが必要である．HIA はその理

念を実務に落とす実装ツールであり，HiAP と

いう文化的土壌があってこそ持続する．

6.2　行政定着に向けた方策

　自治体におけるHealth in All Policies（HiAP）

の定着に向けては，まず庁内研修や地域計画の

策定要領に HiAP や健康影響評価（HIA）の視

点を組み込み，健康影響の検討を行政の標準的

な業務プロセスとして位置づけることが求めら

れる．そのうえで，総合計画や地域福祉計画，

都市計画マスタープランなどに対して，簡易な

スクリーニング HIA を定常的に導入し，政策形

成の過程に健康の視点を日常的に組み込む体制

を整えることが重要である．また，健康影響評

価の成果を可視化し，政治家や管理職への訴求

力を高めるために，要点を簡潔にまとめた一枚

のブリーフや，現場職員が活用しやすい手順書，

テンプレート，モニタリング用のダッシュボー

ドなどを整備し，実践的な支援体制の構築を図

る必要がある．

6.3　保健医療者の役割

　行政における保健医療者は，疫学・保健統計・

予防・健康教育の知見に加え，地域の生活実感

に根ざした視点と，地域包括ケア・学校保健・

災害対応における多部門協働の経験を有してい

る．こうした専門性は，政策と健康のあいだを

つなぐ「通訳者（translator）」としての役割に

直結しており，必ずしも精緻な評価に至らなく

とも，“気づき”を促す簡易評価や因果経路の整

理・可視化が，政策改善の出発点として十分に

価値をもつ．その中でも保健所をはじめとする

行政の保健医療者は，環境評価などの専門的な

分析成果を，住民の暮らしや健康に関する具体

的な指標へと変換し，さらにそれを政策判断に

必要な言語（KPI・費用・期限など）へ翻訳す

る過程において，実践的かつ不可欠な橋渡しの

役割を担っている．

6.4　今後の展望

　HIA の社会実装には，① HiAP の共通理解，

② スクリーニング HIA の制度化と EIA・SEA

との整合，③ 実践支援の教育・研修体制という

三位一体の基盤整備が求められる．短期的には，

簡易 HIA の定常化によって実践機会を増やし，

中期的には総合計画や都市計画における「健康

への配慮」の明文化を通じて，いわば “HIA 項

目”の標準化を図ることが有効である．長期的

には，EIA や SEA においても健康評価を恒常

的に位置づけ，統合的な影響評価（Integrated 

Assessment）として制度化を目指すべきであ

る．これにより，政策評価は経済効率にとどま

らず，健康・公平性・持続可能性を含む多元的
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な公共価値を評価軸とし，行政ガバナンスと公

衆衛生の同時的な進化を後押しする力となる．

付録 A　用語ミニ解説
1）	 HIA（健康影響予測評価）：政策や計画が人々

の健康に及ぼす影響を，実施前に科学的・参
加型に評価する方法．健康を「医学的だけで
なく，心理・社会・環境面から」広くとらえ
る．

2）	 EIA（環境影響評価）：建設や開発プロジェク
トが環境（大気・水質・生態系など）に与え
る影響を事前に評価する制度．日本では環境
影響評価法に基づき実施される．

3）	 SEA（戦略的環境評価）：政策・計画段階で環
境配慮を組み込む上流の評価．個別事業の
EIA よりも早い段階で実施し，方針レベルの
意思決定に反映させる．

4）	 IIA（統合型影響評価／ Integrated Impact 
Assessment）：HIA・EIA・SEA など複数の
評価手法を統合する枠組み．健康・環境・経
済など多面的な公共価値を同時に評価する．

5）	 SDH（健康の社会的決定要因）：収入，教育，
雇用，住宅，地域環境，人間関係など，医療
以外の社会・経済条件が健康を左右する要因
の総称．

6）	 HiAP（Health in All Policies）：「すべての政
策に健康を」という統治理念．都市計画・教
育・労働・交通など全分野の政策形成過程に
健康の視点を組み込むことを求める．

7）	 迅速 HIA（Rapid HIA）：通常の HIA を簡易
化した形式．限られた期間・資源で実施し，
緊急時や初期スクリーニングで政策修正の示
唆を素早く得る．COVID-19 対応等で活用．

8）	 ステークホルダー（利害関係者）：政策や事業
の影響を受ける人や組織．HIA では住民，行
政職員，企業，専門家など多様な主体が対象
で，参加型プロセスの要となる．

9）	 MWIA（精神的ウェルビーイング影響評価）：
政策がウェルビーイング（主観的幸福，スト
レス，自己効力感，社会的つながり等）に与
える影響を評価する枠組み．英国発の実践で，
コミュニティ施策や職場施策の設計・改善に
用いられ，HIA の補完ツールとして心理社会
的側面の可視化に強みがある．
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